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経 済論叢(京 都 大学)第158巻 第5号,19964F11月

中央アジアの経済再建 と環境回復

1は じ め に

七 錫

中央 アジアの各共和国が独立国家 となってから約5年 が経過した。各共和国

が構成国となっている独立国家共同体(CIS)は 合意事項の強制力が弱 く,

実質上構成共和国間の協議の場にすぎない。それぞれの共和国は,東 西冷戦構

造の崩壊に伴 った国際政治経済上の変革や新 しい秩序形成の中で,社 会主義経

済から市場経済への移行を試みている。それぞれの共和国は,民 主化 と経済発

展の同時達成という困難な課題を抱えている。

現在,様 々な計画 とその実行が試みられている。直接選挙による代表者の選

出,民 営化 プログラム,独 自通貨導入,ア ジア諸国 との経済的協調の強化,外

国投資誘致政策,各 共和国首脳の精力的な外交活動,国 際機関からの政策提言

や資金支援への要請,な どがそれである。 しか し,.市場経済への移行は容易に

は進んでいない。ハイパー ・インフレの持続 投資の全般的減少,国 内総生産

とくに工業生産 と農業生産の減少,失 業の増大,広 範な国民生活の窮乏化など

が顕著である。

こうした現状の原因はいったいどこにあるのであろうか」それを把握するた

めには,ま ず,現 在中央アジア経済を基本的に規定 している社会経済的特徴を

理解する必要がある。それは,旧 ソ連邦時代の負の遺産によるものであり,以

下の5点 にまとめることがで きよう。第一に,旧 ソ連邦時代における各共和国

間の産業の分業構造形成 と,独 立以降のその関係の断絶である。.すなわち,宇

央アジアは旧ソ連の原料供給地,食 糧供給地 として位置づけられ,他 の産業は
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中央アジアの経済再建と環境回復.(513)47

他共和国に依存 していた。第二に,人 材面での垂直的分業構造である。管理職

におけるロシア人と非 ロシア人 との分離がそれである。一般的に,中 央アジア

の各共和国では高級管理職や高級技術人力を要するポス トにはロシア人の方が

多かったと言われる。例えばアルマアタ事件Pは,22年 間カザフを統治してき

たカザ.フ人第1書 記がロシア入党閣僚に取って替わられたことをきっかけとし

て起 こった。独立後のキルギスタン中央銀行にはその職務を担当できる人材が

おらず,日 本から派遣された特別顧問がこれを支援 している。第三に,旧 ソ連

邦構成共和国以外の国と政治 ・経済的関係が断絶 していたため,そ の全てを一

から築 き上げていかなければならないことも大 きな障害である。第四に,独 立

国家になるまで資本主義市場経済の経験がなかったことである。ポーランドや

チェコなどの東欧諸国は社会主義国家になる以前に資本主義経済を経験 したこ

とがあ り,こ の点は中央アジアに特徴的なものである。第五に,広 範に及ぶ環

境破壊である。これら負の遺産をどのように克服するかが,中 央 アジア再建へ

のカギとなる。

本稿は,以 上のような社会経済的遺産をもつ中央 アジアの経済状況を,特 に

ソ連邦崩壊後のカザフスタン共和国を対象として分析す る。市場経済化への移

行の試みと成果をとりあげ,移 行過程におけるジレンマを明らかにし,中 央ア

ジア経済再建へのビジョンを提示したい。

続 く第2節 では,中 央アジア諸国の全般的な経済状況 と新方向の摸索を一瞥

する。第3節 では,カ ザフスタン共和国を対象に,独 立前後の経済状況と特徴,

特に市場経済化への移行の試みと成果を分析する。第4節 では,経 済再建に不

可欠な国際協力の問題を,持 続可能な開発の視点から述べる。

H中 央アジア経済の現状 と新方向の摸索

1概 観

1)塚 谷恒雄 「カザフスタ ンの政治 と経 済』京 都大学 経済研究所,KIER9301,1993年5月,PP.

15-26に 詳 しく紹介 されている。
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表1中 央 アジア各

区分 カ ザ フス タ ン ウ ズベ キ ス タ ン

正式名称 RepublicofKazakhstan RepublicofUzbekistan

略称 Kazakhstan Uzbekistan.

独立宣言 1991年12月16日 1991年8月31日
■..

首都 Almaty Tashkent(Toshkent)

行政区域 19州1市. 12州,1自 治 共和 国,1市

面積(km') 2,717,300 447.4α 〕

.一一.気候 大陸性,乾 燥 ・半乾燥 中緯度砂漠,半 乾燥 草原

人 口(1995年7月 推 定 値) 17,376,615 23,089,261

人口増加率(95年 推定f直〉 0.62% 2.08%

幼児死亡率(95年 推定値) .40 52

平均寿命 ...68.25(男63,61,女73.13). 68.79(男65.5,女7224)

民 族 名Noun/Adl㏄tlve Kazakhstuni(s)/Kazakhstan孟 Uzbek(s)/Uzbek

一一..民族構成

〔.91年公式集計,%)

カ ザ フ41.9,ロ シ ア37

ウ ク ラ イ ナ5,2,ゲ ル マ ン4,7

ウ ズ ベ ク2.1,タ タ ー ル2

そ の 他7,1

ウ ズ ベ ク71,4,ロ シ ア8,3

タ ジ ク4.7,カ ザ フ4,1

カ ラ カ ル パ ク2.1

タ ー ル2.4,そ の 他7

宗教(%) ム ス リ ム47,.ロ シ ア正教44

プ ロ テス タ ン ト2,そ の 他7

ム ス リム88(ス γニ ー派 〉

東 方正 教9,そ の他3

一言語(%) ザ フ語(公 式語)40

ロシア語(民 族間)60

ウ ズ ベ ク74.3,ロ シ ア14.2

タ ジ ク4,4,そ の 他7ユ

15歳 以 上 の識 字 率(1989) 98% 97%

憲法採択 1993年1月28日 1992年12月8日

基盤 とす る法体系 市民法 ソビエ ト市 民法

選挙権 ...18歳以上 18歳 以上

大統領

(執権時期〉

NurusultanNazarbayev

(1990年4月 よ り)

IslamKa㎞rnov

(1990年3月 よ り 〉

立法府 学院胡 単院制

司法制度 最高裁 最高裁

独 白通貨導入(日)

通貨 レー ト(94年 末)

テ ン ゲ 〔1993.11.15)

1ド ル=54テ ン ゲ

ス ム(1994.7/1).

1ド ル=25ス ム

日本 との 関係 国交樹 立92.1/大 使 館 開設93.1 国交樹 立92.1/大 使館 開設93.1

注:寧 ウ ズ ベ キ ス タ ンで は独 自通 貨 を導 入 す る前 に1993年11月10日 よ り独 自 の タ ー ボ ン.「.スム 」

出 所:CIA,TheWorldFactbook95,1995;外 務 省 粋 済 協力 局 遍 『我 が 国 の 政 府 開 発援 助 一 〇DA
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共和 国 に関す るデー タ

..キル ギ ス タ ン タジ キ ス タ ン トル ク メニ ス タ ン

KyrgyzRepublic RebhcofTalikislan な し

Kyrgyzstan Tajikistan Turkmenistan

1991年8月31日 1991年9月1日 1991年10月27日

Bishkek Dusha血be Ashgabat

6州1市 2州,1自 治 州 5wel且yadar

198,500 143,100 488,100

乾燥大 陸性か ら極地 まで 中緯度大陸性,温 暖な冬 亜熱帯乾燥気候

4,769,877 6,155,474 4,075,316

1.50% 2.60% L97%

45.8 60.4 68.5

68.13(男63.92,女72.56) 69.03(男66.ll,女72.1) 65.35(男61.85,女69.02>

Kyrgyz(s)/Kyrgyz Tajik(9)/Tajik Tu【kmen(s)/Turkmen

キ ル ギ ス52、4,ロ シ ア21.5

ウ ズ ベ ク12.9

ウ ク ラ イ ナ2.5

ゲ ル マ ン2.4,そ の 他8.3

タ ジ ク64.9

ウ ズベ ク25

ロ シ ア3.5

その 他6.6

トル ク メ ン73.3

ロ シ ア9.8。 ウ ズ ベ ク9

カ ザ フ2

そ の 他5.9

ムス リム70(ス ンニ ー派)

ロ シ ア正教

ス ン ニー 派 ム ス リ ム80

シ ア派 ム ス リ ム5

ムス リム87〔 ス ンニ ー派)

東 方 正教11,そ の他2

キルギ ス語が公式語

ロシア語 も広 く使 用

タ ジク語が公式語

ロシア語 も広 く使用

トル ク.メ ン72,ロ シ ア12

ウ ズ ベ ク9,そ の 他7

97% 98% 98%

1993年5月5日 1994年n月6日 1992年5月18日

市民法 市民法 市民法

18歳 以L 18歳 以 上 18A以 上

Ask.,Akayev

(1990年10月28日 よ り)

EmomiiiR日khmonov

(1992年11月 よ り)

SaparmuradNiyazov

〔1990年1月 よ り)

両院制 単院制 両院制

最高裁 ProsecutorGeneral 最高裁

ソ ム(1993.5,10)

1ド ル ≡10.6ソ.ム

95年 中に独 自通貨計画

(ロシア ルーブル使用)

マ ナ ト(1993.11,1>

1ド ル=230(公 式1:10)

国交樹立92ユ 国 交 樹 立92.2 国 交 樹 立92.4

を導 入 し使 用 した 。

〔.1書」,1995な どよ り作 成 。
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中央 ア ジ ア諸 国 は現 在,独 立 国家 の制 度 作 りに と りか か って い る 。 ロ シ ア共

和 国 と 中国,ア フ ガニ ス タ.ンとイ ラ ン,カ ス ピ海 な どの 間 に位 置す る 中央 ア ジ.

ア諸 国 は,ト ル コな どイ ス ラ ム系 諸 国 との つ な が りも深 い。 中央 ア ジ ア各 共 和

国 は,そ れ ぞ れ独 自 の憲 法 採 択 や 言 語 復 活,宗 教 の 自 由化,独 自通 貨 の 導 入 や

市場 経 済 へ の 移行 な ど,政 治 的 民 主 化 と経 済 的 自立,民 族 ア イ デ ン テ ィ テ ィの

回復 を 目指 して努 力 して い る。

中央 ア ジ ア諸 国 の 独 立 と,そ の 過 程 に お け る特 徴 に 関 して簡 単 に言 及 しよ う.。

1991年12月21日,カ ザ フス タ ンの 首都 ア ル 」7アタで グ ル ジ ア を除 く11の 旧 ソ連

.邦 構 成 共 和 国 がCISの 創 設.協定 に調 印 した。 そ の4日 後 の12月25日,ゴ ル バ

チ ョフ ・ソ連 大 統 領 が 辞 任 し,ソ 連 邦 は解 体 した の で あ る。 この1年 前 の1990

ヤ

年 に,中 央 ア ジ ア諸 国 は....一斉 に主 権 宣 言 を お こ な っ た。1991年8月 の ゴ ル バ

チ ョフ ・ソ連 大 統 領 の 追 い 落 と しを狙 っ たい わ ゆ る クー デ ター事 件 直後,ウ ズ

ベ キス タ ン とキ ル ギ ス タ ンが8月 に,タ ジ キ ス タ ンが9月 に,ト ル キ メ ニ ス タ

ンが10月 に,カ ザ フス.タンは ソ連 邦 解 体 直 前 の12月16日 に独 立 を宣 言 し,中 央

ア ジ ア諸 国 は独 立 国家 とな った 。 独 立 後 の 中 央 ア ジ アに 関 す る 基本 的 な デー タ

を 表1に 示 す 。

1日ソ連 邦 解体 とCIS成 立 の 過 程 にお い て,中 央 ア ジア諸 国 は独 立 した ア イ

デ ンテ ィテ ィを 求 め つ つ も,旧 ソ連 の 連 邦 制 の 枠 を維 持 し よ う とす る立 場 に

あ っ た。 旧 ソ連 時 代 に分 業 構 造 化 さ れ た経 済 が存 在 す る こ とを考 え る と,こ れ

は現 実 的 な選 択 で あ る。 また,キ ル ギ ス タ ンを 除 く他 の4共 和 国 が 共 産 党 政権

で あ っ た こ と も,こ れ と関 連 して い る。1991年8月 の クー デ ター 以 降,中 央 ア

.ジア諸 国 で は共 産 党 の 組織 が そ の ま ま名 前 を変 え別 政 党 に な った 。 中央 ア ジ ア

諸 国 の大 統 領 な どの 指 導 者層 は いず れ も 「ペ レス トロ イ カ」 の過 程 で 登 場 して

き た者 で あ り,同 時 に 技 術 者 出 身が 多 い こ と も注 目す べ き点 で あ る㌔ これ ら

の特 徴 は,中 央 ア ジ ア諸.国に お け る今 後 の民 主 化 と経 済 的 自立 へ の プロ セ ス を

大 き く規 定 して い る と言 え よ う。 統 治 理 念 にお け る開発 独 裁 型 指 向や,経 済 的.

2)西 海敏夫 「ソ連邦解体と中央アジア諸国の選択」 『経済」N,342,1992年10月,PP,121-122。
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自立 の 過程 に お け るロ シ ア共 和 国 との 経 済 的 従 属 関 係 の 持 続 が 予 想 さ れ るか ら

.で あ る。

中央 ア ジ アの 文化 は,同 地 域 に共 通 な もの と地 方 的 ・特 殊 な もの の 二 重構 造

を持 つ 価 値,同 質性,忠 誠 か ら形 成 され てい る。.前者 は イス ラ ム社 会 の 文 化 や

ア イ デ ンテ ィテ ィの 普遍 的 な側 面 を生 み 出す 共 通 の 信 念 で あ り,そ の 共 通 な信

念 に活 力 とダ イナ ミ.ズムを与 え るのが 後者 の地 方 性 や 無 数 の 民 族 言 語 や 社 会 的

特 殊 性 で あ る。 今 日の 中 央 ア ジ ア社 会 は,歴 史 と文化 に お け る幾 度 の 解 体 と再

統 合 を経 て,新 しい 形 態 と内 容 を帯 び て い る。 今 世 紀 は じめ の ロ シ ア人 に よ る

中央 ア ジ ア古 代 社 会 の 解 体 は,政 治 ・軍事 的 な 手 段 の み な らず,経 済 的,.社

.会 ・教 育 的政 策 を通 じて開 始 され た 。 これ らの政 策 は,基 本 的 に新 しい 支 配 者

の政 治権 力 の強 化 と経 済 的 利 益 を獲得 す るた め の もので あ っだ,。

旧 ソ連 時代 に ロ シ ア人 の居 住 が 特 に多 か った カザ フ ス タ ンで の ロ シ ア正 教 の

分 布 を 除 く と,中 央 ア ジ ア諸 国 で は イ ス ラ ム教 が圧 倒 的 な 共通 の信 仰 とな って

い る。 民 族 数 は100を 超 え る と言 わ れ て い るが,イ ラ ン系 の タ ジキ ス タ ン以 外

の4共 和 国 は トル コ系 で あ り,言 語 にお い て もペ ル シ ア語 の タ ジキ ス タ ン以 外

は全 て トル コ 系言 語 で あ る。1937年 に行 われ た沿 海 州 か らの韓 人 強 制 移 住4',

第 二 次 世 界 大 戦 中 とそ の後 の ゲ ル マ ン人 強制 移 住5)な どの よ うな植 民 地 的 民 族

統 制 も多 民族 構 成 の 一 因 とな っ た。

中央 ア ジ ア文 化 の普 遍性 と多 様 性,教 育 され た 人 材 は,今 後新 しい ア イデ ン

テ ィ テ ィ を造 りだ す原 動力 に な るで あ ろ う。

急 激 な 入 口増 加 が,近 年 の 中央 ア ジ ア の も う一 つ の 特 徴 で あ る(表2)。

1970年 か らの20年 間 の 人 口 増 加 率 は,ソ 連 邦 全 体 平 均 の約3倍 に,ロ シ ア共和

国 の4倍 とな って い る。 独 立 後 の3年 間で はCIS全 体 平 均(1.1%増)の 約

3)KemalKarpat、TheOldandNewCentralAsia,CentralAsianSurvey,Vol.12No.9,1993,.p.

415-425.

4)弁 七 錫,「 中 央 ア ジ ア韓 人 の 社 会 経済 的 位 置 」 『京 都 大 学 経 済論 策 』 第8号,童994.4,pp.31-

46り

5)SidneyNeitrnan,TheSovietGermane.Central!lsianSum,Vol.12Nu.1,1993,pp.71-8G。
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表2独 立国家共同体(CIS)の 入口推移 〔単位:千 人)

区 分
年 度 増加率(%)寧

1991 1992 1993 1994 1991-19941970-1991

CIS$体 282,335 283,844 285,164 285,461 ..一一1.20.0

中 央 ア ジア 全体

トル クメニスタ ン

ウ ズ ベ キ スタ ン

.タ ジ キ ス タ ン

50,996

3,714

20,708

5,358

52,035

3,809

21,207

5,571

53,016

4,254

21,703

5,572

53,663

. 4,361

22,193

5,704

5,255.5

17,472.0

7,275.5.

6,484.8

キ ル ギ ス タ ン

カ ザ フ ス タ ン

ア ル メ ニ ア

アゼ ルバ イジヤン

ペ ラ ル シ ヤ

ウ ク ラ イ ナ

ロ シ ア

モ ル ド バ

グ ル ジ ア

4,422

16,793

3.575

7,187

10.260

51,944

148,543

4、366

5,464

4,485

16.964

3,649

.乳297

10,281

52,057

148,704

4,359

5,463

4,502

16.986

3,722

7,368

10,346

52,244

148,673

4,348

5,447

4.463

16,942

3,742

7,431

10,367

52,114

148,366

4.3531

5,426

0,9

0,9

4,7

3,4

1.0

0.3

-0 .1

-0 .3

-0 .7

50.7

29.1

35.5

39.5

14.0

10.2

14.2

22.4

16.6

注:*増 加 率 の う ち.1970か ら1991年 ま で の 全 体 増 加 率(20影)は ソ連 邦15共 和 国 の合 計 か ら な

る。

出 所:St舶shcheskijKomitetSNG,ky加 鳶mぬL・8舳 πα航 ∫αか礁 ゐ¢伽 Ψ 乃 伽 舳 ピDゴ.

agrammakh,Musk,.,1994 .p.5;GDsudarstvεmLyyKりlnlt肌SSSRpoSt面s丘ke,面 魂 ηoθ

κ肋 矧 の5部5R19鰍M(p5kva、1991 ,p、67な ど よ り作 成 。

5倍 に も達 す る。 な か で も トル キ メ ニ ス タン.(17.4%増) ,ウ ズベ キ ス タ ン,タ

ジ キ ス タ ンの 人 口増 加率 が 高 い。 一 方,キ ル ギ ス タ ン とカザ フ ス タ ンはCIS平

均 を下 回 っ てい る。独 立 国 家 成 立以 降,両 国 に居 住 してい た 異 民 族 が,母 国 へ

移 住 した こ とが 大 きな 要 因 で あ ろ う6}。こ う した 民 族 移 動 に は,各 共 和 国 に お

け る独 自民 族 言 語 の公 式 言 語化 や,異 民 族 に対 す る政 治 ・経 済 ・民族 政策 が影

響 を与 え て い る%一 方,こ の よ うな ロ シ ア.人を 中心 とす る 異 民 族 の 中央 ア ジ

6)1991年 か ら1.993年 ま で の 中 央 ア ジ ア か ら ロ シ ナ へ の 純 移 民 を 見 る と,中 央 ア ジ ア 全 体 で

770,700人 で あ り.そ の う ち,カ ザ7ス タ ン253 ,100人,ウ ズ ベ キ ス タ ン192,900人.タ ジキ ス タ

ン147 .200人,キ ル ギ ズ ス タ ン154,200人,ト ル ク メニ ス タ ン23,300人 で あ る 〔井 沢 止 忠 「中 央 ア

ジ ア諸 国 独 立 の 成 果 と問 題 点一 政 治 ・経 済 改 革 の 現 状 」1海 外 事 情fVol,43No.5,1995年5月 ,

P.93)。

7}J・hoB.Dunlop,WilltheRussiansRetumf・ ・皿 山・N・ 肛Abm・d～,%¢ 働 砲Gω 畔 ψ奴 ノ
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ア諸 国 か らの脱 出 は,教 育 水 準 の 高 い 労 働 人 力 の 流 出 を 意 味 す る もので もあ る。

2新 しい方 向の模製

.1)市 場 経 済移 行 へ の特 徴

中央 ア ジア諸 国 は,社 会 主 義 経 済 か ら 市場経 済 へ の 移行 に伴 う経 済 的混 乱 の

中 に あ り,こ う した 状 況 は 当分 の 問 続 くもの と予想 さ れ る。 中央 ア ジ ア諸 国 の

市 場 経 済へ の移 行 の基 本 方 針 と特 徴 を 見 る と,カ ザ フス タ ンと キ ル ギ.スタ ンは

いわ ゆ る シ ョ ック療 法 を採 用 し,最:も 積極 的で あ る。 カ ザ フ ス タ ン は ロ シ ア と

の 関係 を優 先 し,キ ルギ ス タ ンは 西 側 との繋 が りを 求 め てIMF路 線 を重 視 す

る と ころ に特 徴 が あ る。 ウ ズベ キ ス タ ン と トル ク メ ニ ス タン は急 激 な 経 済 改 革

に よ る混 乱 を避 け るべ き との 立場 か ら,独 自 の道 を摸 索 しつ つ 漸 進 的 な改 革 を

進 めて い る。 内 戦 が 続 くタ ジキ ス タ ンは不 安 定 な政 治 状 況 の た め,経 済 は停 滞

してい る。

政 治 ・経 済 的 に 完 全 な 独 立 ・自立(脱 ロ 人里)が 各 共 和 国 の 目標 で あ るが,

現 実 と して は,1>旧 ソ連 時 代 の 経 済 的 従 属(分 業 的経 済構 造),2)人 材 不 足

に よ る経 済 運 営 へ の 支 障,3).市 場 経 済 へ の 経 験 の皆 無,な どが 存 在 し,試 行

錯 誤 を 重 ね て い る 。

2)マ ク ロ経 済 デ ー タで 見 た 中央 ア ジ ア経 済 の 現 状

中 央 アジ ア諸 国 の経 済 状 況 を そ の 主要 経 済 指 標 で 見 る と,独 立 国家 誕 生 と市

場 経 済 へ の 移行 に伴 う経 済停 滞 と その ジ レ ンマ が伺 え る(表3)。

ま ず,1994年 の購 買 力:規準 で み たGNPを 見 る と,カ ザ フ ス タ ン とウ ズベ キ

ス タ ンが約550億 ドル,ト ル クメ ニ ス タ ンが131億 ドル,タ ジ キ ス タ ン とキ ルギ

ス タ ンが80億 ドルで あ る。 面 積 や 人1..i規模 の み な らず そ の経 済規 模 に おい も顕

著 な 開 きが あ る。

第二 に,実 質 国内 総 生 産,一 人 当 た り国民 総 生 産,実 質鉱 工 業 生 産,実 質 農

業生 産 な ど,生 産 部 門 を見 る と全 中央 ア ジ ア共 和 国経 済 が 継 続 的 な大 幅 な 生 産

＼1994,35、No.4,PP-1⑪5・211.



朋 類 国騰 蛙(前 靴

区 分 カ ザ フ ウズ ベ ク キ

(購買力基準94年 推定値, 億 ドル) 552 545

産実質成長率(94年 推定値, %〉 一 〇
.25

一4

%)

1990年

1991年

1992年

1993年

ユ994年(EBRDの 推 定 値>

1994/1990(100)〔:%)

表3中 央 アジア各共和 国に閲する経済統計

キルギス タ

84

-24

ジ ク

85

-12

トルクメンCIS全 体

】31一

一24一

㎝
直

へ器

o
V

1人当た咽 融 生馴 ドル)

2

-1

-U

-2

-3

84

3

-5

-25

-15

-10

54

一2

-13

-34.

一 28

-15

2

-5

-5

-8

-10

75

4

-12

-19

-13

-17

51

199D年

1991年

1992年

1993年

1993/1990(%)

藪 紅 葉生動 前靴 週

2、600

2,030

1,880

1,540

59

1.340

980

1,000

960

72

1,570

1,160.

1.020

830

53

1,ユ30

690

600

470

42

1,690

1,440

1,380

82

同
㎝
qQ
鱒

翻

㎝
.

1992年

ユ993年

1994年

1995年(1-9月>

1995/1991(ユOO)(%)

実質農業生産1前 車比,%)

一13
,8

-16 .1

-28
,5

-8
.3.

52.5

一6
.7

3.6

1.〇

二2
.O.

95.7

一26 ,4

-25
、3

-24
,5

-14
,5

40,3.

一24 ,2

-7 .8

-30 .8

-9
,5

43.8

一14
,9

4,0

-25.o

-18
.0

54.4

.一18
.0

-12
,0

-23
,0

6,4

59,1

b9.舜 一20
.4 一6

,0
一5

.0 一27 .O 一9 ,0 一9
,0

:
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1993年

1994年

1994/1991(100)(%)

一16 ,5

-50. .0

41.9

1.0

-1 .0

94.o

一10 .O

-15
,0

72.7

一4
.0

.一25
.0

52.6

16,0

2.0

107,7

一2 .0

-13
.0

77.6

消費者物価(前 年比増,%)

1991年

1992年

1993年

1994年(EBRDの 推 定値)

1994〆1990(100)(%)

ユ50

1;176

2,169

1,000

7.962

/69

9ユD

885

368

1,252

170

1,771

1,366

87

1.,385

204

1,364

7,344

340

14577

155

644

1,730

1,500

5,555

1,390

1.550

750

失業率(登 録失業者数,%)

1992年

1993年

ユ994年

0,5

0.6

.1ユ

o,1

0.2

0.3

o.5

0.6

0,7

0,3

1,1

1.5

ρ0

0
『

0

0

貿易(C【S諸 国との取引を除く)

994年,億 ドル〉 31.0 9.4 1.2 3.2

(前 年 比,%)

(前 年 比,%)

(前 年 比,%)

87.5

-14 .6

-13 .8

50.o

-18 .6

33.5

60.0

45.5

一
曽

一66
.7

136.9一

994年,億 ドル) 35.0 11.5 D.9 3.2

(前年比,%)
一68

.8
一30

,8
一88 .3、 一80 .0

3.8

900.O

-88 .4

一12 ,4

-2 .7

丑
瀞
刈
鴫
縄
θ
繭
藻
韻
脚脚
閃
罪
証
回

1993年(前 年 上ヒ,%}..「一23.7

ユ994年(前 年 比,%).一

往:1994年 の ドル換算GNPお 呼び国民生産実 質成長率 は,

3.4

一92 ,5

1.957.7183.31,67〔}.0

18.4一 一

CIA推 定値 で あ り,一 人 当 た りGNPに よ る推 計値 で あ る。

一25
,6

-25
.9

〔即
巳

出 所:Gos.Kum.St己t、Kazakhstan、 ∫如rゴ5r'疏ε∫々μf物 ∬一βyロ〃伽".Nσ.11島'σ 肋8ηK㍑ α舶 勲 ηα,wary.1994,e.3;CIA,丑8Wbr配

Faabook95,1995;$7f画 庁 調査 局海 欄 査 課r海 外 経 済 デ ー タ』1995.11な どよ り作成 。 朗
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低 下 に あ る こ とが 分 か る。緩 や か な 生 産 減 少 を 見せ て い る ウ ズベ キ ス タ ン と ト

ル ク メ ニ ス タ ン,急 激 な 生 産 低 下 を 見 せ て い る カ ザ フ ス タ ン,キ ルギ ス タ ン,

タジキ ス タ ンの 二 つ の グ ル ー プが 存 在 して い る。

第 三 に,ハ イ パ ー イ ンフ レー シ ョ ンが 続 い て い る。 消 費 者 物価(1990-94年) ,

失 業 率(1992…94年)は と もに急 上 昇 して い る。

第 四 に,CIS諸 国 と の取 引 を除 く貿 易 収 支 にお い て は,カ ザ フス タ ン と ト

ル クメ ニ ス タンが 輸 出超 過 国 で あ り,ウ ズ ベ キ ス タ ン と タジ キ ス タ ンが 輸 入 超

過 国で あ る。

これ らの 特 徴 は各 共和 国 の持 つ 天然 資 源 や 国際 関 係 ,経 済 発 展 戦 略 等 に 関連

して い るが,全 体 と して は どの 国 も,国 内 総 生 産 の 低 下 ,物 価 の急 騰 失 業 率

の 漸増 とい う経 済 困難 期 を迎 え て い る。 「

.3)「 脱 ロ人 里 」 論 の ジ レ ンマ と新 しい 方 向模 索.

以 上 の よ うな経 済 停 滞 を抱 え る中 央 ア ジ アは,新 しい政 策 や 方 向 を模 索 して

い る。 しか し社 会 縄 済 的安 定 を求 め発 展 を加 速 化 させ たい とい う理 想 と
,経 済

全 般 にわ た る生 産 低 「や物 価 の急 騰 とい う現 実 との落 差 は大 きい 。 以 下 の 三 つ

の 地 域 圏 との 関係 性 を ど う構 築 して い くのか が,こ の 落 差 を埋 め るに 当 た っ て

決 定 的 な 要 因 とな る。

第 一 に,中 央 ア ジ ア 「独 自 の道 」 へ の動 きで あ る。 これ は文 化 的 ア イ デ ン

テ ィテ ィに に基 盤 を置 くイ ス ラ ム文 化 圏 ・ トル コ経 済 圏 との 関係 強化
,中 央 ア

ジ ア諸 国 間の 経 済 関 係 強 化 によ る中 央 ア ジア 再建 で あ る。 ソ連 崩 壊 後 ,ト ル コ

や イ ラ ンは,言 語,文 化,宗 教 を武 器 に,中 央 ア ジアへ の影 響 力 を拡 大 して い

る印。 一 方 で,カ ザ フ ス タ ン,ウ ズ ベ キ ス タ ン,キ ル ギ ス タ ンの3国 を 中心 と

す る共 通 経 済 圏 の 創 設 や,国 間統.合に よ る経 済 自立 へ の動 きが あ る91。 これ は

3国 の経 済,政 治,軍 事 面 で の 関係 強 化 を 中心 とす る 中央 ア ジ ア独 自の 自立 へ

8)ト ル コ を 中心 と して 中央 ア ジ ア5力 国 に イ ラ ン,パ キ ス タ ンな ど を加 えた イス ラ ム国 家 十 力国

の 「経 済協 力 機 構(ECO)」 の.発 足や ,ト ル コに よ る中 央 ア ジ ア 各 国 の社 会 人 ・学 生 を 対 象 と

した 「留 学 生1万 人 受 け入 れ 計 画 」 が 行 わ れ て い る 〔「読 売 新 聞」 朝刊 ,1993.6.3)。

9)「 朝 日新 聞 』 朝 刊,1994 .5.3,p.9;1994.7,10,p、59
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の模 索 で あ る。

第 二 に,「 脱 口入 亜 」 論 とそ の ジ レ ンマ で あ る。 ロ シ ア との 政 治 経 済 的 隷 属

関係 を清 算 し,先 進 ア ジ ア諸 国 を市 場 経 済 移 行 の モ デ ル とす る動 きで あ る。 ア

ジ ア 開発 銀 行(ADB)へ の加 入勘,首 脳 た ち の活 発 な ア ジ ア外 交 と経 済 協 力

関係 強 化,中 央 ア ジ ア経 済発 展 計 画 に お け る ア ジ ア諸 国 か らの 人材登 用11〕な ど

が そ の代 表 的 な もの で あ る。 しか し,分 業 的経 済 構 造 を は じめ とす る旧 ソ連 時

代 の負 の遺 産 は重 く,現 段 階 で は ロ シア との 緊密 な協 力 関係 は不 可欠 で あ る。

第 三 に,ロ シ ア共和 国 へ の再 接 近 で あ る。 これ は,中 央 ア ジ アの経 済 再建 の

た め に は ロ シ ア との 緊 密 な 経 済 ・外 交 ・軍 事 関係 の維 持 ・強 化 が 欠 か せ な い と

い う こ と の再 認 識 に基 づ い て い る。 カザ フ ス タ ンが 中心 と な って提 唱 して い る

「ユ ー ラ シ ア連 合 」 論12,,そ の 流 れ を引 き継 ぐロ シア に よ る 「CI5新 国 家 連

合 」且3,,CIS構 成 国 間 で の 「関税 同 盟 」 へ の加 入 な ど は,そ の代 表 的 な動 き

で あ る。 既 存 秩 序 の利 用 に よ る コ ス ト節 約 効 果 や 需 要.・供 給 市 場 の確 保 な どが

豊 め る反 面,ロ シ アの 経 済 自.体が 未 だ不 安 定 な と ころ に限 界 が あ る。

これ ら三 つ の動 き を どの よ うに バ ラ ンス させ て追 求 す る のか が,中 央 ア ジ ア

再 建 の行 方 を決 め る カ ギ に な るで あ ろ う。文 化 的 同 質性 や あ る程 度 相 互補 完 的

な経 済構 造 を持 つ 中央 ア ジ ア諸 国 間 の.協調 を 求心 力 と して,旧 ソ連 構 成 国 との

10)カ ザ フスタンは,1994年1月19日,ア ジア開発銀 行(ADβ)に54番 目に加盟 し,旧 プ連の中

央 アジア諸国か らの初加盟国 とな った。その後,キ ルギスタ ン(1994年12月)と ウズベキス タン

(1995年9月)も 加盟 し,中 央 アジア諸 国の市場 経済化への移行 にアジア諸国 との協力を求 めて

い る(OpenMediaReaearchInstitute,OMRIDailyDigestNo.178,PartI,Sep.13.1995)。

11>例 えば,カ ザ フス タンの経 済危機 を乗 り越 えるために設 けられ た 「経済専門家委員創 の副委

員長 と してサ ンフランシスコ大学の経 済学教授 バ ン ・チ ャン ヨン氏が選ばれた。彼は韓国の経済

的奇跡 の基礎 を置 くのに参加 した.人であ り,カ ザフスタンの政治指導者や知識 人達はそれを同国

で も実践 したい と考 えている(OMKIDaiNDigest,No.8,Jan.11,1991:1。

工2)ナ ザ ルバエ フ ・カザ フス タン大統 領がCI8諸 国に提唱 して いる新国家連合構想である。欧州

連合(su>を モデ ルに共通議会を設立 し,経 済,外.交,防 衛政策 を調整 して共通の通貨,人 の

自由な移動 などの実現 を目指す.た だ ソ連復 活につなが るとの 見方か らC【S内 には慎重論 が多

い。

13)1994年4月5日,ロ シアの シャフライ民族 ・地域担 当相が記者会見で.独 立国家共同体(CI

S)に か わる新 しい国家連合の協定 案 として発表 した ものであ る。CIS諸 国が経済共同体 をつ

くり,共 通の市場,通 貨,銀 行制度 を実現 するほか,法 制度や財政政策の統一.軍 事同盟の結成

など も盛 り込んでお り,「ユ ーラシア連合」構想 と軌を一 にした内容 となっている。
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図1中 央 アジ ア の ア イ デ ンテ ィテ ィ

「ユ ー ラ シア連 合 論 」
(経酒・軍事的関係を中心
としたロシアへの再接近)

ロシア共和 国

トル コ

「イ ス ラ ム 文 化 圏 」

〔文化的アイデンテ ィテ ィ:

中央 アジア

アジア諸国

「脱 口 入至 論 」

〔経済 発展のモ デル}

緊密な社会 ・経済的協調を維持 しつつ,ア ジア諸国の経済発展経験から学び取

ることが,文 化的なアイデンティティを維持 しながら経済的安定と成長を図る

上で極めて重要である(図 ユ)。

mカ ザフスタンにおける市場経済への移行

1.カ ザフスタン経済の特徴 と現状

市 場 経 済へ の移 行 の現 状 と課 題 を,カ ザ フ ス タ ンを例 に見 る こ と に しよ う。

カザ フ ス タ ンで は,1994年3月 に多 党 制 に よ る初 の選 挙 が 実 施 され た。 ナザ ル

バ エ フ大 統 領 の経 済 改 革 を支 援 す る カザ フス タ.ン国民 統 一 同盟 が 最 大 議 席 を 獲

得 したが,憲 法 裁 判 所 は,.同 議 会 選 挙 が 無効 で あ る との判 決 を下 し,議 会 不 在

の ま ま国 政 が 運 営 され て い る。95年12月 の下 院選 挙 で も議 席 の ユ/3は 決 ま らず,

定 足 数 を満 た して い な いL%

同国 は,基 本 的 には 他 の 中央 ア ジ ア諸 国や ロ シ ア と の友 好 関 係 を 維持 した う

えで,先 進 諸 国 や イス ラム 諸 国 との 間 に経 済 面 を軸 と した 友 好 関係 を構 築 中で

14>OMRIDailyDiguqNo,239,PartI,Deo.11,1995.
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あ る。 カザ フス タ ンが 加 盟 し てい る各 種 国 際 機 関 は,経 済協 力機 構(ECO),

欧 州 安 保 協 力 機 構(oSCE>,国 連,IMF,世 界 銀 行,ア ジ ア 開発 銀 行

〔ADB)等 で あ る。

同 国 は,CIS構 成 共 和 国 の 中で も特 に世 界 か ら注 目 され て い る。.ナザ ル バ

エ フ政 権 が 比較 的安 定 して い る こ と,経 済 改 革 に対 して 積 極 的 な 姿 勢 が伺 え る

こ と,豊 富 な 天 然資 源 ・エ ネル ギ ーが 賦 存 して い る こ と,中 央 ア ジア 地域 に お

い て 中核 的 役 割 を担 っ て い る こ とな どが,そ の 理 由 で あ る1励。 しか し,経 済全

般 に渡 る生 産減 少 や ハ イパ ー イ ンフ.レー シ ョ ンの 持 続,輸 送 網 を は じめ とす る

イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー の不 十 分 さ な どで 市 場 経 済 移 行 プ ロ グ ラ ムの 実践 が遅

れ て い る こ とか ら,海 外 投 資 家 の 当初 の事 業 計 画 の 縮 小 や 国 際 機 関 との 交 渉 の

難 航 な ど,寄 せ られ た期 待 が 幾 分 後 退 す る動 き もあ る。

カザ フス タ ン経 済構 造 の特 徴 の一 つ が,旧 ソ連 時 代 に形 成 さ れ た分 業 的構 造

で あ る。 旧 ソ連 時代 に 工 業化 は幾 分 進 んだ が,石 炭 な どの 鉱 物 資 源 や 穀 物 な ど.

の原 材 料供 給 基 地 と して の役 割 を主 に担 わ され た 。 カザ フス タ ンの 主 要 産 業 は,

非 鉄 金 属 産 業,機 械 工 業,エ レ ク トロニ クス産 業 お よ び農 業 で あ る。 エ レ ク ト

ロニ クス 産 業 は,軍 需 を背 景 と してい る。 同国 の経 済 は 永 きに わ た り各 共和 国

の 分 業 体 制 に組 み込 ま れ て い たた め,経 済 構 造 や 国 土 開 発 に 偏 りが あ る上,ロ

シ ア にお け る経 済 混乱 の影 響 を受 けや す い 。 同 国 の 市 場 経 済 移 行 過程 に お け る,

産 業 構 造改 革 の必 要性 と ロ シア との協 力 関 係 の 重 要 性 が こ こに あ る。

豊 富 な地 ド資 源 に支 え られ る工 業 部 門 は,カ ザ フ ス タ ンの 経 済 発 展 の基 盤 を

なす と こ ろで あ る。 旧 ソ連 全 体 の ク ロム埋 蔵 量 の90%,鉛,タ ン グス テ ン,銅,

亜 鉛埋 蔵 量 の約 半分 を カザ フス タ ンが 占め てい る。 生 産 量 か ら.見た 同 割合 は,

金20%〔1980年),石 油6%(1989年),天 然…ガ ス1%(1989年),石 炭19%

(1989年)で あ る15♪。.一方,機 械 製 造 業 は.1分 に発 達 して お らず,生 活 必 需 品

15)中 津 孝 司 「カザ フス タ ン経 済 政 策 の 方 向 」r大 阪 商業 大 学 論集 』V.1.101,大 阪 商業 大 学 商経 学

会,1995,PP.146-1485

16)TheW.,且dBank,Kakhstan:TheTrsns7t=onmaMarketEconomy,1993.8.P.8.
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衰4カ ザフスタ ンの主要経済指標の変化 .陣位瀦}一
区 分 1990 1991 ユ992 ユ993 1994 1995

国 内 総 生 産 一 一11
.8

一13
.D 一12.9 一25

,0
一18

.5

生産国民所得 一 〇
,9

一14
,9

一14
.o 一14 .8 　 一

工 業 生 産 額 一 〇
.8

一 〇
.9

一13
.8

一16
.1

一28
.5 一15

.9

農 業 生 産 額 7.9 2.6 一20 ,4 一16
.5 一 5〔}.O

一

消費財生産額 7.0 一10
.0 0.8 一9

.8
一 一

資 本 投 資 額 一2
.9

一10
.5 」47 .0 一 30.O 一33

.0 一 41.0

小売商品取引額 9.0 一12 .0 一38
.5

.一24
.7 一33 .0 一41

.0

注:1995年 の 割 合 は1-6月 期 の 前 年 度 同 期 間 との 比 較 で あ る。

出 所:Gos.Kom.stat、Kazakhstan,爵 σf諏 ぬ65々"P㎎ ∬一βy配'蹴 既1甑1,轟 あ幼 廉 θκα羅 舶 ∫,η¢

Alm謎ty.【994,P、a(90-93)]経 済 企 画 庁 調 査 局 海 外 調 査 課r海 外 経 済 デ ー タ」 享995 .11(94-

95)な ど よ り作 成 。

の生 産 が で きる工 場 が 皆 無 に等 しい と ころ に経 済 発 展 の難 しき が あ る。

カザ フ.スタ ンの 経 済危 機 は1990年 に始 ま ったが,.}995年 現 在 で も事 態 が改 善

され る傾 向 には ない。 主 要経 済 指 標 を前 年 度 と比 較 す る と,表4の とお りに な

る。

9⑪年代 に入 ってか らの主 要 経 済 指 標 はほ とん どマ イナ ス 成 長 を 示 して お り,特

に1994年 に お け る工 業 生 産 額 ・農 業 生 産 額 の 落 ち 込 み が激 しい 。1992年 以 降 資

本 投 資 額 と小 売 商 品取 引 額 が 大 き く減 退 した た め,経 済 の循 環 そ の ものが 停 滞

して い る こ とが 伺 え る 。 資 本 投 資 額 と小 売 商 品 取 引 額 の 大 幅 な減 退 は95年 に

入 っ て も持 続 して 射 り,経 済停 滞 は 今後 数年 間続 く もの と予 想 され る。

生 活 用 品 の輸.入量 も急 激 に 減 少 して い る(表5)。1993年 の 輸 入 量 を1990年

の 同 輸 入 量 で 比 較 す る と,ほ とん ど の 品 目が10分 の1程 度 に縮小 して い る こ と

が 分 か ち。 ま た,全 輸 入 量 に 占 め るCIS構 成 国 か らの 輸.入 割 合 は83 、9%

(1990年)か ら54%(1993年).へ と減 少 して い る。 旧 ソ連 邦 共和 国 間,特 に ロ

シア 共和 国 との経 済 関係 が 断 絶 した こ と,カ ザ フス タ ン経 済 の低 迷 に よ り購 買

力 が疲 弊 して い る こ とが 主 な原 因 と言 え よ.う。 こ う した輸 入 量 と国 内 生 産 量 の

同時 的減 少 に よ り,国 民 生 活 の 厳 しさ は増 して い る。.
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表5カ ザ フス タン生活用品輸入量 の変化

(527)61

`区 分.
.単位 1990 1991 1992 1993 1990-1993

マ カ ロ ニ 千 トン 5.5 9.4 5.0 0.1 2

お 菓 子 千 トン 22.9 22.7. 6.9 3.4' 王5

カ ン ズ メ 1W万 缶 269.4 258.4 196.4 76.9 29

マ ー ガ リ ン 千 トン 22.3 4.7 4.o 1.s 7

植 物 性 汕 千 トン 17.5 10.4 4.2 2.3 13

魚 千 トン 63.5 53.6 26.2 4.8 8

綿.織 物 100万m 205.1 ]48.5 82.5 7.1 3

亜 麻 100万n} ユ2.7 18.4 4.6. 0.6 5

靴 下 100万 足 30.0 17.3 10.5 3.8 13

皮 靴 10D万 足 15.1 9.7 4.2 3.4 23

ゴ ム 靴 100万 足 6.7 3.5 1.8 0.4 6

バ イ ク 千台 46.5 32.0 7.9. 4.2 9

ラ ジ オ 千台 238.3 127.7 104.7 31.5 13

テ レ ビ ・ 千'台.. 379.0 171.5 65.1 33.5 己 9'

テ ー プ レコ ー ダ 千台 210.2 113.6 73.9 31.3 15

冷 蔵 庫 千台 188.8 159.6 44.5 1.2.0 6

洗 濯 機 千台 165.6 97.4 21.6 10.4 6

電 球 100万 個 25.2 19.5 10.6 7.9 31

播 除 機 千台 216.2 125.3 38.5 21.8 10

ミ シ ン 千台 90.1 69.6 11.5 5.7 6

全輸 入量の うち
cisか らの割合 % . 83.9 79.4 75.9 54.0 64

出 所:GQS.Kom.Stat.Kazakhstan,&婚 ∫∫'fんε∫航Pr召 ∬一Byulleten,Yo.1,ノ ・oん勃8癖K`己 加 毘ゐ∫,".

.qA且maty,1994,p.138.よ り 作 成 。

2市 場経済への移行の成果とジレンマ

1)カ ザフスタンの市場経済化の状況

.カザフスタンは市場経済への漸進的転換 とい う段階的経済改革を指向してい

る。改革の第1段 階(1992-95年)で は,マ クロ経済安定を基本として私有化

と消費財市場の拡充を本格化する。全.面的に構造改革が実施 される第2段 階.

(ユ996-2005年)で は,偏 った国家産業構造の再編,輸 送体系 ・通信網拡充を図

りながら,商 品市場や相対的に遅れている資本市場 ・労働市場を発展させてい
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く方 針 で あ る1%

ナ ザ ブバ エ フ ・カザ フ ス タ ン大統 領 は 旧 ソ連 時 代 か らゴ ルバ チ ョフ大 統 領 に

同調 す る改 革 と して市 場 経 済 シス テ ム を基礎 と した ソ連 経 済 の 建 て 直 しを提 唱

して お り,独 立 宣 言 後 は全 面 的 な価 格 自由化 を実 施 した。 また1991年 に政 府 策

定 の私 有 化 プロ グ ラムが 議 会 で 承 認 さ れ,国 営 企 業 の株 式 会 社 化 が 進 め られ て

い る。 同 プ ロ グ ラム はユ992年 に見 直 しが 行 わ れ,私 有 化 の ペ ー ス は 多少 鈍 化 し

た もの の,同 年 中 に 約3,500の 中小 企 業 が 私 有 化,全 公 共 住 宅 の10%が 個 人 所

有 と な って お.り,着 実 な成 果 を収 めて い る1昌1。1993年3月 には,脱 国 営 化 お よ

び 民 営 化 に 関 す る1993-1995年 の 国家 プ ロ グ ラ ムが 採 択 さ れ た 。 国 営 企 業 は ま

ず 株 式 会社 に転 換 さ れ,そ の株 式 は 「ホー ルデ ィン グ ・カ ンパ ニ ー」 が 保 有 す
も

る。 そ の 企 業 に 対 す る国家 統 制 が 必 要 で は ない とき は,企 業 の株 式 は外 国企 業

.を含 む 自然 人,ま た は法 人 に譲 渡 され る。

民 営 化 は随 意 契 約,入 札 の他,投 資 フ ァ ン ドを媒 介 とす る ポニ ラ ン ド ・.ロシ

ア型 の い わ ゆ る大 規 模民 営 化 の形 式 を とる。1994年 末 まで にサrビ ス部 門等 の

小 規 模 企 業 が 競 売 に よ り民営 化 さ れ る予 定 で あ る。 大 企 業 は個 別 に民営 化 さ れ

る こ とに な って お り,最 近,Unilever社 が6,000万 ドル相 当 の 投 資 計 画 で 二つ

の マ ー ガ リ ン工 場 を 買収 した 。.この 会 社 の株 式 の90パ ーセ ン トはUnilever社

が 保 有 し,残 りは従 業 員 に分 配 さ れ る1%

私 有 化 法 が 発 効 され は じめ た1991年 に1,200以.ヒ の 建 物 や 設 備 が 小 規 模 企 業

私 有 化 計 画 に よ って 約70%が 法 人 に,.約30%が 個 人 に売 却 され た 。1992年 か ら,

価 格 自 由化 お よ び既 存 の 関 連 法 令 の 不 適 合 な どで私 有化 推 進 ペ ー ス は鈍 化 した 。

カ ザ フ ス タ ンで 主 に施 行 され た 私 有 化 措 置 は,小 規 模.企業 を対 象 に企 業 勤 労 者

に優 先 的 に売 却 す る方 式 で あ った し,少 数 の 中 ・大 規 模 企業 の賃 貸 方 式 も活 用

17)李 哲 冗 「カ ザ フ ス タ ン と ヴズ ベ キ ス タ ンの 外 国 人投 資 制度 』 韓国 対 外 経 済政 策 研 究 院 地 域 情

報 セ ン ター,1994.12,p.1臥

1呂)岩 崎 一郎 「出 口 の 見 え な い 中央 ア ジア 経 済 」 『経 済 セ ミナー 』No、469,1994、2,p.35。

19)小 田 博 「中 央 ア ジア の ソ ビエ ト諸 国 の投 資 法制 一 箪3回 カザ フ ス タ ンの 法制 」 『国 際 商 事 法

務」.Vd.22N..呂 、1994,p.893。
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さ れ た即》。

民 営 化 の進 展 は1994年3月 まで で,企 業 数か ら見 る と約11%,就 業 人 口 構 成

か ら見 る と約24%し か 進 ん で な い(表6,表7)。 これ は,工 業 と建 設 業 関 連

の部 門が 依 然 と.して 国営 の まま残 され てい るか らで あ る。 一 方 ,サ ー ビス 業 を

中心 と した 第3次 産 業 で は民 営 化 が 進 んで い る。 国 営 と民 営 の 中 間 形 態 企 業 へ

の就 業 人 口が,1990年 の0.5%か ら93年 には8.7%へ と増 加 して い る。

2)工 業 生産 構 造 と生 産 物 の推 移

工 業 生 産 構 造 に も大 き な再 編 成 が 見 られ る。 市 場 経 済 べ の 移 行 が 始 ま っ た

1991年 で は食 品.工業 と機 械 工 業,鉄 金 属 が 中.心とな って い た が,1994年 で は石

炭 ・石 油 ・ガ ス と非 鉄 金属,電 気 な どが 中 心 とな って い る(表8)。 これ は,
　

1994年4月1日 からのエネルギー価格自由化によって発電部門と熱部門が比重

を拡大 したことが主な原因であると思われる2D。

次に,工 業生産の物的指数を見よう。機械設備の生産低下が特に顕著である

のは..生産ファン ドの減少および擬械 ・設備の老巧化による工業生産の減少と,

自国生産品の需要が低下しているからである。これら機械設備の生産はほとん

どが国営でおこなわれているが,財 政的貧窮による投資の危機に直面 している。

現在,独 立国家になる前の旧ソ連全体に供給するための機械設備生産から,カ

ザフスタンに必要な製品を造る全 く新 しい機械を導入す る計画の準備段階にあ

る。バス,ト ラックなどを初めとする232品 目の新 しい種類の機械 を73企業が

製作する計画である2%1日 ソ連時代に形成 された産業の分業構造からの脱却な

くしては,経 済の安定的運営は不可能であろう。

消費財の方は幾分回復基調 にあり,食 糧品(約85%),耐 久財 とも伸びてき

ている。生産における機械設備より時間を要しないとい う理由もあるが,民 営

化による影響が現れはじめているとも判断できよう。

20)李 哲 元,前 掲 書,p,12。

21)〔kp5udarstveunyyKo加tをtRespub巨kiKazakllslanpoStatistikeiAnalizu,SotsjarnoE々 ㎝ σ一

瞬`加5伽'o♂o娩 θ競K僻 α々短 απα,Almaτy,1994,p.8-U.

22)砺4
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.表6カ ザ フス タンの市場経 済化 の状況

..民営化企業数
一 一 下

民区 分 国営企業数
1992年 1993年 1994年1-3月 儲率

全 企 業 数 88,956 6,198 2,691 685 10.8

公 共・外喰 企 業 2,559 1,595 2T9 ヨ3 3臼.8

貿 易 .6,991 1,834 392 158 34.1

交 通 2,082 90 469 83 30.8

公 共 事 業 990 195 46 12 25.6

農 業 10,261 628 344 70 10.2

工 業 18,058 543 422 92 5..9

.建 設 ll,391 313 237 41 5.2

そ の 他 34,867 464 492 144 3.2

出 所:Gos.Kqm.Kazakhstan凹Stah曲keiAnalizu,∫ 醒5ゴg翫oE㎞ π㎝ 漉 儒 詩僧 ん め功 ε漉

K飆 ん々5'鰍A1㎜ty,1994,p.aよ り作 成 。

表7カ ザ7ス タンの就 業人口構 成の変化

区 分 就 業人口(千 人〉 就業人]の 割合 〔%)

年 度 1990 1991
ヌ1992:1993

1990 1991 1992 1993

経済全体の就業人口 7,563 7,494 7:356.6.924 100.〔} 100.0 100.0 100.0

国 営 企 業 6,520 6,185 5.2314,655 86.2 82.5 71.1 67.2

民 営 企 業 1,005 1,010 1.552…1,671 13.3 135 21.ユ 24.1

株 式 会 社 8 36 607!823 0.1 0.5 8.2 11.9

コルホーズ儂 業協同組合1 260 258 2681247 3.4 3.4 3.7 3.6

生 産 協 同 組 合 241 】85 43 3.2 2.5 1.3 0.6

消 費 協 同 組 合 .210 201

8

0

劉
147 2.8 2.7 2.5 2.1

自 営 農.民 1 6 49 0.0 0.1 0.5 0.7

.副 業 個 人 経 営 275 310
已

3371349 3.6 4.1 4.6 5.0

個 入 労 働 活 動 12 16 24j12 0.2. 02 0.3 0.z

公 共 機 関 ・基 金 38 51 33:25
ヒ

0.5 0.7 0.5 0.4

共 同 会 社 』 4 13 一 0.0 0.1 O.2

1

そ の他 の 混 合 企 業 一 245 5331560

一

3.3 7.2 8.1

出 所;Sta廿stkheskiiK。m正te竃SNG,R押o々7搬 ぬ η5徽 π爵肋5罐 耀gゐ 副 田7器 伽 舳fPゴ.

岬 川別α紘M。5kva,1994,p、18よ り作 成 。

.」
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表8工 業生産構造の変化 陣 位:そ の年の現在価格での割合,%〉

一

区 分 199】 年 1993年 1994年1-3月 1994/1991(倍)

石 炭 ・石 油 ・ ガ ス 7.6 17.3 18.8 2.5

非 鉄 金 属 9.1 14.7 18.1 2.0

電 気 4.8 15.2 13.4 2.8

食 品 工 業 22.3 10.5 12.6 0.6

鉄 金 属 .5.8 11.6 10.4 1.8

機 械 工 業 11.6 8.0 7.9 ⑪.7

軽 工 業 18.5 6.3 5.5 0.3

化 学 と 石 油 化 学 6.3. 4.4 3.0 D.5

建 設 材 料 4.9 3.4 2.1 0.4

紙 ・ パ ル プ 工 業 2.1 1.1 1.1 O.5

そ の 他 7.0 7.5 .7..1 1.0

注=工 業 生 産物21D品 目 を対 象 に,1991年 と1993年,1994年 は1-3月 期 を 基準 に した もので あ る。

出 所:Gus.Kom.KazakhstanpoStatistikeiAnalizu,∫o直 面!'榊E肋 ηo捌`A麗 佛々 島'o勲8鷹

K爾 融 加'α'凧A1皿aty,1994,p.8.よ り作 成 り

表9工 業生産 の物的指数 (%}

その うち
区 分 原 料 機械設備 消費財

耐久財 食糧品

1993年

1994年

1月

2月

3月.

81.7

73.2

69.6

66.6

83.弓

39.6

24.4

46.3

87.0

73.2

81.2.

85.9

70.4

33.9

29.5

62.1

88.9

86.4

82.9

82.9

注:工 業 生 産 物210品 目 を対 象 に3分 類 し,1991年 を基 準 年 に して 比 較 した もの で あ る。

出 所:GDs.Kom,KazakhstanpoStatistikeiAnalizu..飾 ㍑ α伽o月 勧ηρ加f肋 ∫㎞R面z肋 ηff

κα瓢 鮎 ∬απらAlmaty,1994,p.9.よ り作 成 。

工業生産物全体では,独 立国家 となった1991年 以降急激に減少している(図

2)。 なかで も,.1994年 には前年の約半分への急激な生産減少があった。この

期間にはカザフスタンの独 自通貨の導入があったため,CIS構 成国間の既存

の経済交易関係が断絶したことが重要な理由であったと思われる。独 自通貨導

入により,そ れまでのル}ブ ル決済は ドル払いに取って替わ り,機 械設備の購

入をはじめとする他共和国からの工業生産のための輸入品は大きな影響を受け
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図2工 業生産物の生産推 移

865

76.7

40.7

1991年1992年..匹993年1994年

注:工 業 生 産 者210品 目 を対 象 に,1991年 の1-3月 期 を基 準 に した各 年度 同期 間

の 比 較 で あ る 。

出 所IGos.Kom.KazakhstanPQ%tistikeiAnalizu,Snbiaf'nuEAmmnicfieskoc

島 ♂o幼8短8K鶴 肋5m鳳A㎞aty,1994,p.11.よ り作 成 。

る よ うに な っ た ので あ る。

210品 目 の うち17品 目 は生 産 増 加 をみ せ て い る 。 鉄 パ イ プ,金 属 処 理 機 械,

掃 除機,一 般 時 計,ミ ニ トラ ク タ,マ ンガ ン,洗 剤 類,酒,コ ンニ ャク,お 茶

な ど の品 目で あ る。 社 会 間接 資 本へ の投 資 や 生 活 用 品 を中心 とす る軽 工 業 製 品

へ の需 要 が 増 加 して い る こ とに よ る ものだ ろ う。

カザ フ ス タ ンで 市場 経 済 へ の移 行 の試 み が 開 始 され てか ら.既に.5年 が 経 過 し

て い るが,工 業全 般 に お け る生 産 減 少 は程 度 を増 して継 続 して い る。 工 業 生 産

に お い て 重 要 な比 重 を 占 め て い る石 油 生 産 量 が 減 少 して い るが ,燃 料 エ ネル.

ギー 省石 油 ガ ス部 門担 当 の ザ ンガ ジエ フ は以 下 の二 つ を そ の理 由 と して 挙 げ て

い る。 ま ず,経 済 主 体 間 の契 約 不履 行 が重 な り,資 金 繰 の悪 化 に起 因 して 企 業

活 動 が低 下 した こ とで あ る。 も う一つ は,カ ザ フス タ ンの石 油 を国 外 へ 持 ち だ

せ る唯一 の ル ー トが ロ シ ア経 由 で あ り,カ ザ フス タ ンで 生 産 され た 原 油 は 全 て

ロ シ アの製 油 所 で 精 製 され るた め 生産 企業 が ロ シ ア の製 油 所 に大 き く依 存 して

い る こ とで あ る。 ロ シ アの パ イ プ ライ ン会 社 や 製 油 所 か ら受 け.入れ を拒 否 さ れ

た り,受 け入 れ 量 を調 整 す る とい う行 為 が あれ ば,カ ザ フ ス タ ンの 生 産企 業 と

1
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しては生産量を減らすか,生 産を停止するとい う事態になってしまう劃。 ここ

にも,旧 ソ連時代の計画経済システムとモスクワを中心 とする工業構造の歪み

が現われている。

3>市 場経済への移行のデイレン.マ

以.ヒで見たように,市 場経済への移行計画は必ずしも順調に進んではいない。

そこにあるものは,カ ザフスタンが独立国家となる前の旧ソ連時代に背負って

いた負の遺産を清算 したいという希望と,現 実的にはそれに依存 しなくてはな

らないという妥協とのジレンマである。

ソ連邦時代における経済計画について各共和国の自主性は極めて限定された

ものであり,共 和国の計画委員会は計画機関というより実施機関に近いもので.

あった。中央アジア各共和国は独自の経済計画を作成す るだけの知識 ・経験を

蓄積 してこなかった。さらに自国内の主要企業のほとん どは連邦の管轄であっ

たために,こ れら企業を共和国の管轄下に移すことも簡単な作業ではない。こ

れら主要.企業はソ連邦全体の分業関係の中で位置づ けられていたため,自 立 し

た国民経済を確立 していくうえでの障害となる。さらに軍需産業の民需転換 と

いう課題も容易ではなく,武 器輸出によって新たな市場 を求めるという安易な

選択も存在 している鋤。

中央アジアにおいて,市 場経済化は 「上から」促進されている。中央集権型

の指令統制経済下で運営されてきたシステムに代わる民間の経済主体は,一 朝

一夕には生まれない。中央アジアがソ連に組み込まれる段階では資本主義の発

展がほとんど見られなかっただけに,ロ シア以上に困難な問題を抱えている。

IV中 央アジア再建 と国際協力

1カ ザフスタンにおける経済再建と国際協力

カザフスタンは市場経済への移行と経済開発を加速化させるために天然資源

23)ト ォ ケ ノ ブ他 「カザ フス タ ンの 石油 関連 事情 」1右 油 の 開 発 と備91V。1.27(2〕1994.4,P、26。

24)西 海 敏 夫,前 掲 論 文,p.124.
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開発事業を優先的に実施す るという戦略を採用 してい る。 しか し,現 実的には

国内技術 ・資本の絶対的な不足,輸 送 と通信など社会間接資本の不備といった

問題に直面 している。.このため外国投資関連法の確立,体 系的な金融制度 ・機

関の整備,国 営企業の構造.再編や民営化,.資 源開発と社会間接資本の拡充が,

緊急の課題である。さらにカザフスタンは,ア ラル海流域やセ ミパラチンスク

核実験場周辺地域において深刻な環境問題 も抱えてい る。これらの障壁を乗 り

越えるためには,同 国による自助努力はもちろんのこと,海 外諸国からの経済

援助や外国人投資誘致などによる国際協力が欠かせない。中央アジア諸国の独

立以降,ODAやNGOを 通 じた中央アジアの経済再建や環境回復のための国

際協力の動 きをまとめてみると次のとお りである。
　

カザフスタンなど中央アジア5力 国に対する国際機 関 ・DAC諸 国からの支

援を図3に 示す。米国をはじめとして,inn,EDFな どの機関やスイス,

日本などの国が90年 代に入 り有償 ・無償の資金援助を行っている。 日本からの

中央 アジア5力 国へめODA実 績を表10に 示そ呪 キルギスタンに対する94年

度の有償借款が大 きな位置を占めている。ウズベキス タンとは95年6月 に 「地

方通信網拡充事業」について交換公文が交わされてお り,今 後有償借款が行わ

れ る予定である。 トルクメニスタン,タ ジキスタンについては政情が未だ不安

定なために資金援助自体が滞.っている状態である。.

今後資金援助規模は大きくなってい くと思われる.が,環 境問題への配慮なく

しては中央アジアの経済再建はあ りえない。従って,環 境問題に対する視点を

包含 した援助案件の実施が重要となる。以下ではこれ について述べる、

2経 済再建の制約条件としての環境問題

国際機関による中央アジア支援は,市 場経済導入のためのものがほとんどを

占めている6し かし中央アジア諸国における経済再建 にあたって.経 済基盤そ

の ものを大きく規定している環境問題を看過することは出来ない。

農業は,中 央アジア諸国の産業構造において大きい比重を占めている。特に

{
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表10

中央アジアの経済再建≒環境回復

中央 アセア5ヶ 国に対す るODA(1993年)

(535>69

ス イ ス.WFP英 国 日本UNFPAUNICEF

出所;外 務.省経済協 力馬絹 「我が国の政府開発援助;ODA白 書下巻 〔国別援助)盆1995

日本 のODA実 績(93-94年 〉.(単 位:百 万 ドル)

無償資金協力. 技術協力 政府貸付

ウ ズ ベ キ ス タ ン 一
ヨ.31

一

カ ザ フ ス タ ン 一 2.47 一.「「

キ ル ギ ス タ ン 0.49 5.05 39.73

タ ジ キ ス タ ン

一

0.乞9

一

トル ク メニ ス タ ン 一 0.3 }

出所;外 務省経済協力局舗 「我が国の政府開発援助:ODA白 書下巻 〔国別援助)』1995年

より作成。

潅 流 に よ る綿 花 と穀 物 の 生産 が主 要 な もの で あ る。 潅 漑 農 業 は 中 央 ア ジ ア諸 国

が 共 有 す る河 川 で あ る シル ダ リヤ ・ア ム ダ リヤ の ア ラ ル海 流 域 を 中.心に 行 わ れ

てい る。

同 流 域 にお け る潅 漑 開発 拡 張 の環 境 べ の 負 の 影 響 は,幅 広 く深 刻 な 様相 を呈

して い る。 そ れ らは,旧 ソ連 時 代 の 中央 政 府 に よ る地.方統 治 戦 略 の結 果 もた ら

され だ5:,。

.水 資 源 の 非効 率 的 な管 理 に よ る水 量 不 足 の問 題 や 殺 虫 剤 ・無 機 肥料 の 過 多使

用 に よ る水 質 悪 化 に代.表され る水 環 境 の悪 化 は,産 業 廃 水 と生 活 廃水 に対 す る.

25)メ 七錫 「中央アジアにおける環境破壊メ.力ニズム」未刊行論文.1995.11。
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表11独 立 国家 共 同体(CIS>の 乳幼 時 死 亡 率(1000人 当 た り)

国 名 1985 1986 1987 1988. 1989 1990 1991 1992.

平 均 32.1 31.5 31.2 30.3 27.6 25.4 26.1 26.5

タ ジ キ ス.タ ン 46.8 46.7 48.9 48.9 43.2 40.7. 40.6 45.9

トル クメ ニ ス タ ン 52.4 58.2 56.4 53.3 54.7 45.2 47.0 43.6

ウ ズ ベ キ ス タ 45.3 46.2 45.9 43.3 37.7 34.6 35.5 38.0

キ ル ギ ス タ ン 41.9 38.2 37.8 36.8 32.2 30.0 29.7 31.5

カ ザ フ ス タ ン 3⑪.1 29.0 29.4 29.2 25.9 26.4 27.4 26.1

ア ゼ ル バ イザ ン 29.4 3⑪.5 28.6 27.0 26.2 23.0 25.3 25.5

モ ル ド バ 30.9 26.4 25.9 23.0 20.4 19.0 19.8 18.4

ア ル メ ニ タ 24.8 23.6 22.6 25,ヨ 20.4 18.5 17.9 18.0

ロ シ ア 20.7 19.3 19.4 18.9 17.8 17.4 17.8 18.0

ウ ク ラ イ ナ 15.7 14.8 14.5 14.2 13.0 12.9 13.9 14.0
圃

ベ ラ ル シ 14.5 13.4 13.4 13.1 11.8 11.9 12.1 12.3

日 本 5.5 5.2 5.0 4.8 4.6 4.6 4.4

出 所:Statistic】1已sk.komitetSod■uzhestvaNezavisimikhGosudars【v,&阻 π1ゴ 配 朋f5NG,

Moskva,工993,p、35;UnitedNations,P6脚 即 効'`Y朗r加 硫Vo】.44,1994よ り 作 成 。

適切な処理施設の不備によって悪化されている。土壌汚染においても,溜 既農

業による影響は大きい。

大気汚染は工業団地地域を中心に,主 燃料である石炭使用による飛散炭によ

るものが多い。これは資本集約型の古い技術に依存 している結果と言える。

共産党指導者層のマルクス主義哲学に対する固執が,自 然と環境への認識を

歪曲し,環 境保全型技術の発達や制度的に柔軟な対応を遅らせた。また,帝 政

ロシア時代からの永きにわたる民族問題 東西冷戦という国際政治的状況がこ

れに加わ り,環 境犠牲型の経済運営が強いられた。結果として現在の経済崩壊

や健康被害が発生 し,社 会経済基盤をも揺るがす事態に至っている。冷戦時代

の計画経営の破綻は,大 規模な環境破壊に集約されているのである。こうした

環境問題を解決することなくして,中 央アジアの経済再建はあ りえない。さら

に市場経済体制への移行期において環境保全型の成長パターンを摸索すること

が;中 央アジアの安定的な経済発展に寄与することになるだろう。
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表12カ ザ フ ス タ ンの 環 境改 善 へ の投 資(単 位:投 資0100万 ルーブル,予 算対比%)

区 分 実投資額 ア ラ ル ポ リゴ ン その他の地域

合 計 実投資額 予算対硲 実投資額
r.

予算対上ビ
巾...

実投資額 予算対比に

全 体 40,662.0 23,814.5 100.4 91630.9 75.5 7216.6 113.4

生 産 設 備 10,693.6 10,054.8 95.1 638.8. 68.2 一

一

通 信 施 設 909.5 274.7 46.2 634.8. 68.6.. 一 一

公 共 建 設 6,294.3 3,288.4 95.8 2,214.1: 74.7 791.8 61.4

公 共 サ ー ビ ス 101.5 95.9 157.2 5.6 11.7 一 一

住 宅 建 設 8,917.9 3,741.6 109.9 21646.2 88.1 2,530.1 工45.0.

教 育 7,963.1 3,489.1 132.3 1,708.9 59.1 2,765.1 131.9

保 健 4,819.9 2,458.7 88.5 1,590.9 105.1 770.3 91.1

文 化. 627.8 218.9 237.9 49.6 .32.4 359.3 91.4

地 域 別 割 合 100.0 58.6 23.7 17.7

θ
諜
繭
3
騨

陛

注;*1993年1月 か ら9月 まで の実 投 資 額 を 同年 の予 算 額 で割 っ た もので あ る。

出 所:Gos、Kom.KazakhstanpoSiatistikeiA皿alizu,位 α6ゴ∫臨hビ ∫切 片8∬..月卿'Zε'θπNb.1,凸Zo納c競K醸 罐 ゐ∫`α熈,Alm置ty,

1994,P.132よ りf乍成c
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健 康 へ の 影 響 例 と して,乳 幼 児死 亡率 を取 り上 げ て み よ う。 中 央 ア ジ ア諸 国

は 旧 ソ連 邦 構 成 国 の な か で 最 も高 い 幼児 死 亡:率を示 して い る(表11)。'こ れ は

同 地 域 に お け る厳 しい環 境 問題 と の関 連 を示 唆 す る もの で あ ろ う。 タ ジキ ス タ

ン,ト ル キ メニ ス タ ン,ウ ズ ベ キ ス タ ンの場 合 ,ベ ラ ル シ に比 べ る と3-4倍

に もな る。

ア ラ ル海 問題 とセ ミパ ラチ ン ス ク核 実験 場 問題 に代 表 され る カザ フ ス タ ンめ

環 境 問題 へ の対 応 を見 る と,表12の よ うに な る。

表12中 「ア ラ ル」 は シ ル ダ リヤ 下流 を 中心 とす る ア ラ ル海 流 域 で の環 境 改 善

と 同地 域 住 民 の 生 活 条件 改 善 の た め の プ ロ グ ラ ムで あ る。 また 「ポ リ ゴ ン」 は,

セ ミパ ラチ ンス ク核 実験 場 に お け る環 境 破 壊 と同実験 場 閉 鎖 に伴 う経 済 的影 響

を改 善 す るた め の プ ログ ラムで あ る。1993年 度 にお け る環 境 改 善 と地 域 住 民 の

生 活 改 善 の た め に与 え られ た 予 算 額 は428億 ル ー ブ ル で あ り,同 年9月 まで に

.実 行 され た 額 は 同予 算 の95彫 の407億 ル ー ブ ルで あ っ た。 こ の 二つ の プ ロ グ ラ

ム は 同期 間 に お け る カザ フ ス タ ン全 体 の環 境 投 資 の82%を 占め てい る。 同 年 の

環 境 予 算 額 の全 支 出 予 算 額 に 占め る割 合 は3.5%で あ る。.

国際 協 力 援 助 にお い て も,環 境 保.全へ の優 先 的 な配 慮 が 不 可 欠 で あ る。 中 央

ア ジ ア諸 国 に対 す る各 種 の技 術 的支 援 に おい て も,遅 れ て い る公 害 防IE設 備 技

術 な ど に対 す る協 力 な どが 検 討 され るべ きで あ ろ う。

Vむ す び と展 望

中央 アジア諸国は,旧 ソ連時代の負の遺産を背負いつつ,民 主化 と経済発展

という困難な課題を市場経済への移行の中で達成しよ うと試みている。

市場経済移行開始から5年 が経過した現在でも,経 済全般にわたる生産の停

滞やインフレーションは続いている。本稿ではこれらが依然深刻であること,

そ.して環境問題が中央アジアの経済再建の前提条件で あることを確認した。中

央アジア諸国では,体 制移行のための経済力や技術が不足 している。中央アジ

ア諸国の自助努力とともに,西 側諸国の援助や外国か らの資本導.入など,国 際
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中央アジアの経済再建 と環境回復(539}73

協 力 は欠 か せ ない もの と言 え る。 旧 ソ連 邦 時 代 の環 境 犠 牲 型 の 開 発 か ら脱 し,

自然 環 境 資 源 を公 平 か つ効 率 的 に活 用 す るた め の実 践 を国 際 的 協 力 を伴 って お

こな う こ とが 重 要 で あ る。
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